
行政評価シート（事後評価）
コード 事務事業名 所管部課

年度 （ ）

事業費(A)

国庫支出金・都支出金

地方債

その他 （ ）

一般財源

所要人員(B)

人件費(C)=平均給与×(B)

臨時職員等賃金(C')

総コスト(D)=(A)+(C)+(C')

単位当たりコスト

(E)=(D)/ （ ）

《指標の説明・数値変化の理由　など》
　小学校区域の人口約１万人の１割を参加人員目標としている。

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

　訓練会場は、特定地域に偏らず広域的に巡回し実施してほしい。

都内26市のサービス水準との比較
（平均値、本市の順位など）

　26市も災害対策基本法等に基づき、年１回実施している。

代替・類似サービスの有無
　小・中学校、町内会や自治会及び大規模集合住宅単位での防災
訓練を年度当たり10数件実施している。

二
次
防災意識の向上

目標値

実績値

0 0 1,300

1,000 1,000一
次
参加者人数

目標値 人

実績値 人

16年度 17年度 18年度 19年度

《指標の説明・数値変化の理由　など》
　平成16年度は、総合防災訓練の設定をしたところであるが、当日の大雨で中止した。また、平成17年度に
おいては、東伏見で不発弾処理を行なったため、同じく総合防災訓練は中止となった。

17年度 18年度 19年度

①訓練回数 実績値 回 0 0 1

評
価
指
標
の
設
定

活動等指標 単位 16年度

② 実績値

成果指標 単位

9,749

参加人数 千円 #DIV/0! #DIV/0! 7.4 #DIV/0!

千円 9,738 0 9,557

8,161

千円

千円 8,328 0 8,161

1.00 0.00 1.00 1.00

1,410 0 1,396 1,588

17年度 18年度 19年度

千円

1,410 0 1,396 1,588

合併前から 実施形態

事
業
費
デ
ー
タ

項　　目 単位 16年度

財
源
内
訳

人

(40) 5-3-5 総合防災訓練の実施 危機管理室（旧環境防災部防災課）

事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的 根拠法令等

　西東京市をはじめ各防災機関は、災害対策基本法又は地域防災計画の定めるところにより、震災
時に市の地域及び市民の生命、身体並びに財産を保護することを目的に総合防災訓練を実施し、
震災に備えている。
　また、訓練を通して検証し、防災力向上に努めている。

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要（団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等）、補助金
の概要（国・都基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額）等

　総合防災訓練は、毎年防災の日である９月１日の直近の日曜日に実施している。参加機関としては、西東京市消防
署、田無警察署、西東京郵便局、東京電力、東京ガス、ＮＴＴ東日本、多摩小平保健所などの指定公共機関、並びに
防災市民組織、災害時支援ボランティア等に加えて、大勢の市民参加で実施している。平成18年度は、33機関、車
輌68台、ヘリコプター１機、総勢1,300名が参加して地域防災無線運用訓練、避難住民誘導訓練、緊急物資等輸送
対策訓練、応急給水訓練など26項目の実践的な実動訓練を実施した。

事業開始時期

法律
条例・規則

要綱・要領

政令・省令

  上

  中

  下

  有

  無

直営 委託 補助 その他



コード 事務事業名 所管部課

【一次評価】

【二次評価】

【行革本部評価】

　防災訓練は震災への備えとして極めて重要であり、現状においても限られた予算の中で効果的に実
施している。
　今後も関連機関との連携を強化し、広域的な実施も検討し、より効果的な訓練となるよう努められた
い。

行革本部評価 判断理由及び事業を行う上での課題や、今後改善すべき点等

受益者負担
の適切さ 3

市民ニーズ
の把握 2

直接のサービ
スの相手方 2

事業内容等
の適切さ 2

二次評価
判断理由及び事業を行う上での課題や、

今後改善すべき点等

事業の優先
度（緊急性） 2

  限られた予算の中で、各機関との連携を
重視し、一定の効果を挙げている。
　各地域における実施に努め、訓練の充実
を図っているところであるが、更に発展する
ように努力されたい。

事業の
必要性 2

事業主体
の妥当性 3

市民ニーズ
の把握 3

検証項目 ランク

事業内容等
の適切さ 3

受益者負担
の適切さ 3

事業の優先
度（緊急性） 3

　防災活動は、理論的に理解していても、
災害時の緊急事態下では円滑に進まない
のが常であり、市民参加型の大がかりで緊
迫感あるこうした総合防災訓練は継続的に
実施していく必要がある。

事業の
必要性 3

事業主体
の妥当性 3

直接のサービ
スの相手方 3

(40) 5-3-5 総合防災訓練の実施 危機管理室（旧環境防災部防災課）

検証項目 ランク 一次評価
判断理由及び事業を行う上での課題や、

今後改善すべき点等

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービ
スの相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービ
スの相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

休止

廃止

拡充


